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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期

会計期間

自令和２年
５月１日
至令和２年
10月31日

自令和３年
５月１日
至令和３年
10月31日

自令和４年
５月１日
至令和４年
10月31日

自令和２年
５月１日
至令和３年
４月30日

自令和３年
５月１日
至令和４年
４月30日

営業収益 （千円） 100,794 154,494 113,194 228,239 280,889

経常利益 （千円） 47,341 69,298 26,811 119,125 133,365

中間（当期）純利

益又は中間純損失

（△）

（千円） △33,357 46,157 15,866 70,775 109,579

持分法を適用した

場合の投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000

発行済株式総数 （株） 4,611 4,465 4,465 4,465 4,465

純資産額 （千円） 1,696,218 1,846,508 1,925,796 1,800,351 1,909,930

総資産額 （千円） 3,044,573 3,122,070 2,945,192 3,059,813 2,861,422

１株当たり純資産

額
（円） △3,760,398.97 △3,726,739.36 △3,708,981.64 △3,737,076.97 △3,712,535.19

１株当たり中間

（当期）純利益又

は１株当たり中間

純損失（△）

（円） △7,482.32 10,337.62 3,553.56 15,863.41 24,541.78

潜在株式調整後１

株当たり中間（当

期）純利益

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 55.7 59.1 65.4 58.8 66.7

営業活動による

キャッシュ・フ

ロー

（千円） 64,422 118,405 48,911 165,303 202,009

投資活動による

キャッシュ・フ

ロー

（千円） △17,752 △35,999 △49,948 △113,106 △46,108

財務活動による

キャッシュ・フ

ロー

（千円） 7,630 △39,362 12,569 △38,799 △382,258

現金及び現金同等

物の中間期末（期

末）残高

（千円） 558,377 560,518 302,649 517,474 291,117

従業員数 （名） 3 3 3 3 3

（注）潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　　　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

（1）提出会社の状況

令和４年10月31日現在
 

従業員数（名） 3

　　（注）１．従業員数は就業人員であります。

　　　　　２．当社の事業はゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

（2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成状況を判断する

ための客観的な指標等に重要な変更はありません。

　また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更はありません。

　また、新たに生じた優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

 

２【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

　当中間会計期間における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の

状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当中間会計期間における日本経済は、ウクライナ情勢悪化や急激な円安等の影響による資源価格高騰によって下振

れが懸念されていたなか、オミクロン株の感染拡大が一服し、まん延防止措置が解除されたことを受け、緩やかに持

ち直しの傾向がみられました。

　ゴルフ場業界を取り巻く環境は、ゴルフは「3密」になりにくいスポーツとして注目され、若年ゴルファーが増加

している傾向がみられ、ゴルフ場来場者数は増加傾向の様相を呈しております。

　このような状況の下、当社では、主たる収入であります株式会社涼仙ゴルフ倶楽部への賃貸事業について、当中間

会計期間から賃貸料を減額改定し、前年同期に対して減収となりました。また、会員権の名義書換件数が減少したこ

とにより、入会金収入も減収となりました。

　ところで、涼仙ゴルフ倶楽部は、その成り立ちから持続可能な社会の実現を真に実践し、その後も「自然と人との

融合」を標榜してまいりました。さらにその取り組みを推進するために、涼仙ゴルフ倶楽部で消費する電力を再生エ

ネルギーで賄う取り組みを開始しました。当中間会計期間におきましては、お客様駐車場の屋根に太陽光発電用パネ

ルを設置し運用を開始しております。これにより、涼仙ゴルフ倶楽部において消費する電力の約25%程度は再生エネ

ルギーで賄えることとなりました。今後も「自然と人との融合」を実現するためにSDGsへの取組を推進し、社会的責

任を果たしてまいりたいと存じております。

　また、建築後30年を経過した施設・設備の更新を実施し、当中間会計期間においては、高圧電力の敷地内への引き

込みケーブルの更新、お客様駐車場の屋根・支柱の塗装等を行いました。

　この結果、当中間会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

イ　財政状態

　当中間会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ83百万円増加し、29億45百万円となりました。負債合計は67

百万円増加し、10億19百万円となりました。また、純資産合計は、15百万円増加し、19億25百万円となりました。

 

ロ　経営成績

　当中間会計期間の経営成績は、営業収益1億13百万円（前年同期比26.7％減）、営業利益35百万円（同66.4％

減）、経常利益26百万円（同61.3％減）、中間純利益15百万円（同65.6％減）となりました。

　なお、当社の事業はゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物の残高は3億2百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は48百万円（前年同期は1億18百万円の獲得）となりました。これは主に、関係会社

事業損失引当金の増加額23百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は49百万円（前年同期は35百万円の使用）となりました。これは主に、有形固定資産

の取得による支出41百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は12百万円（前年同期は39百万円の使用）となりました。これは主に、長期借入れに

よる収入60百万円及び長期借入金の返済による支出46百万円によるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

　当社の事業はゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

イ　生産実績

　該当事項はありません。

 

ロ　受注実績

　該当事項はありません。

 

ハ　販売実績

当中間会計期間の販売実績を項目別に示すと次のとおりであります。

項目 金額（千円） 前年同期比（％）

賃貸収入 80,394 83.0

入会金収入 32,800 56.9

合計 113,194 73.3

　（注）前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次

　　　　のとおりであります。

相手先

前中間会計期間
（自 令和３年５月１日
至 令和３年10月31日）

当中間会計期間
（自 令和４年５月１日
至 令和４年10月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社涼仙ゴルフ倶楽部 90,000 58.3 73,500 64.9

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

①当中間会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

イ　財政状態の分析

（資産の部）

　当中間会計期間末の流動資産は3億94百万円であり、前事業年度末に比べ18百万円増加しました。この主な要因

は、現金及び預金が11百万円増加したことによるものであります。

　当中間会計期間末の固定資産は25億50百万円であり、前事業年度末に比べ64百万円増加しました。この主な要因

は、機械及び装置が52百万円増加したことによるものであります。

（負債の部）

　当中間会計期間末の流動負債は1億48百万円であり、前事業年度末に比べ39百万円増加しました。この主な要因

は、未払金が37百万円増加したことによるものであります。

　当中間会計期間末の固定負債は8億70百万円であり、前事業年度末に比べ28百万円増加しました。この主な要因

は、関係会社事業損失引当金が23百万円増加したことによるものであります。

（純資産の部）

　当中間会計期間末の純資産は19億25百万円であり、前事業年度末に比べ15百万円増加しました。この主な要因は、

利益剰余金が15百万円増加したことによるものであります。

　なお、自己資本比率は65.4％（前事業年度末は66.7％）となっております。

 

ロ　経営成績の分析

（営業収益）
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　当中間会計期間の営業収益は、前中間会計期間に比べ41百万円減少し、1億13百万円（前年同期比26.7％減）と

なっております。これは主に、入会金収入が24百万円減少したことによるものであります。

（営業原価、営業総利益）

　当中間会計期間の営業原価は、前中間会計期間に比べ29百万円増加し、52百万円（同129.1％増）となっておりま

す。

　この結果、当中間会計期間の営業総利益は、60百万円（同54.1％減）となっております。

（販売費及び一般管理費、営業利益）

　当中間会計期間の販売費及び一般管理費は、前中間会計期間に比べ0百万円増加し、24百万円（同0.2％増）となっ

ております。これは主に、役員報酬が1百万円増加したものの、役員退職慰労引当金積立額が1百万円減少したことに

よるものであります。

　この結果、当中間会計期間の営業利益は、35百万円（同66.4％減）となっております。

（営業外損益、経常利益）

　当中間会計期間の営業外収益は、前中間会計期間に比べ9百万円減少し、19百万円（同33.3％減）となっておりま

す。これは主に、貸倒引当金戻入額が9百万円減少したことによるものであります。また、営業外費用は、前中間会

計期間に比べ38百万円減少し、28百万円（同57.4％減）となっております。これは主に、関係会社事業損失引当金繰

入額が35百万円減少したことによるものであります。

　この結果、当中間会計期間の経常利益は、26百万円（同61.3％減）となっております。

（特別損益、中間純利益）

　当中間会計期間の特別利益の計上はありません。（前中間会計期間の特別利益の計上はありません。）

　また、特別損失は、前中間会計期間に比べ12百万円減少し、10百万円（同54.2％減）となっております。これは主

に、特別修繕費が9百万円減少したことによるものであります。

　この結果、当中間会計期間の税引前中間純利益は、16百万円（同64.7％減）となっております。

　また、中間純利益は15百万円（同65.6％減）となっております。

 

②資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社の運転資金需要のうち主なものは、株式会社涼仙ゴルフ倶楽部への賃貸事業に係る租税公課、修繕費のほか、

販売費及び一般管理費等の営業費用であります。

　当社は、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。

　運転資金は自己資金及び金融機関からの借入を基本としております。

　なお、当中間会計期間末における借入金の残高は7億85百万円となっております。また、当中間会計期間末におけ

る現金及び現金同等物の残高は3億2百万円となっております。

 

③会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

　また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,050

優先株式 1,250

第２優先株式 300

第３優先株式 300

無議決権株式 300

計 5,200

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（令和４年10月31日）

提出日現在発行数
（株）

（令和５年１月20日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,046 3,046 非上場 （注）１、２、３

優先株式 1,096 1,096 非上場 （注）１、２、３、４

第２優先株式 30 30 非上場 （注）１、２、３、４

第３優先株式 148 148 非上場 （注）１、２、３、４

無議決権株式 145 145 非上場 （注）１、２、３、５

計 4,465 4,465   

　（注）１．各種類別株式の内容は以下のとおりであります。

［普通株式］

①　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。

②　普通株式の株主は、当会社の残余財産につき、優先株式、第２優先株式及び第３優先株式に係る優先的

分配が行われた後の財産に対して、他の種類の株式の株主と平等の分配を受ける権利を有する。

［優先株式］

①　優先株式の株主は、当会社の残余財産につき、その株式１株につき1,600万円までは普通株式及び無議

決権株式の株主に優先して分配を受ける。

②　優先株式の株主は前項の優先的分配が行われた後の財産に対して、他の種類の株式の株主と平等の分配

を受ける権利を有する。

［第２優先株式］

①　第２優先株式の株主は、当会社の残余財産につき、その株式１株につき800万円までは普通株式及び無

議決権株式の株主に優先して分配を受ける。

②　第２優先株式の株主は前項の優先的分配が行われた後の財産に対して、他の種類の株式の株主と平等の

分配を受ける権利を有する。

［第３優先株式］

①　第３優先株式の株主は、当会社の残余財産につき、その株式１株につき480万円までは普通株式及び無

議決権株式の株主に優先して分配を受ける。

②　第３優先株式の株主は前項の優先的分配が行われた後の財産に対して、他の種類の株式の株主と平等の

分配を受ける権利を有する。

［無議決権株式］

①　無議決権株式の株主は一切の議決権を行使することができない。これは、当社が平成19年に平日に限定

する会員権の性質を有する無議決権株式を発行し、正会員との差を設けているものである。

②　無議決権株式の株主は、当会社の残余財産につき、優先株式、第２優先株式及び第３優先株式に係る優

先的分配が行われた後の財産に対して、他の種類の株式の株主と平等の分配を受ける権利を有する。

なお、優先株式、第２優先株式及び第３優先株式に係る残余財産の分配の順位は同順位とするが、その分配

割合は優先株式10に対し第２優先株式５、第３優先株式３の割合とする。

普通株式、優先株式、第２優先株式、第３優先株式を有する株主は、株主総会において議決権を行使するこ

とができる。

 　　　 ２．当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容（いわゆる譲渡制

　　　　　　限）を定めており、当該株式の譲渡について取締役会の承認を要する旨を定款に定めております。

　　　　３．当社は単元株制度は採用しておりません。
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　　　　４．会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　　　　　　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

　　　　５．無議決権株式について議決権を有しないこととしている理由

　　　　　　資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

         該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 令和４年５月１日～

 令和４年10月31日
― 4,465 ― 90,000 ― 401,500
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（５）【大株主の状況】

  令和４年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社涼仙ゴルフ倶楽部
三重県いなべ市員弁町東一色字溜奥

2796番地
3,046 68.22

株式会社楽未央 三重県いなべ市員弁町西方695 77 1.72

大東開発株式会社 三重県桑名市大字福島753番地の2 7 0.16

中部精機株式会社 愛知県春日井市気噴町3丁目5番地1 6 0.13

長島観光開発株式会社 三重県桑名市長島町大字浦安333 6 0.13

株式会社フジトランスコーポレーション 愛知県名古屋市港区入船1-7-41 6 0.13

株式会社整備工場東海 三重県桑名市大字小泉365番地 5 0.11

中部電力株式会社 愛知県名古屋市東区東新町1番地 5 0.11

株式会社トーエネック 愛知県名古屋市中区栄一丁目20番31号 5 0.11

株式会社ＮＡＩＴＯ 愛知県みよし市三好町川畔116 5 0.11

日本特殊陶業株式会社
愛知県名古屋市東区東桜一丁目1番1号

アーバンネット名古屋ネクスタビル
5 0.11

株式会社ヒメノ 愛知県名古屋市東区東大曽根町12-19 5 0.11

計 ― 3,178 71.18

 

　　なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

  令和４年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合
(％)

株式会社涼仙ゴルフ倶楽部
三重県いなべ市員弁町東一色字溜奥

2796番地
3,046 70.51

株式会社楽未央 三重県いなべ市員弁町西方695 49 1.13

大東開発株式会社 三重県桑名市大字福島753番地の2 7 0.16

株式会社フジトランスコーポレーション 愛知県名古屋市港区入船1-7-41 6 0.14

株式会社整備工場東海 三重県桑名市大字小泉365番地 5 0.12

中部電力株式会社 愛知県名古屋市東区東新町1番地 5 0.12

中部精機株式会社 愛知県春日井市気噴町3丁目5番地1 4 0.09

株式会社トーエネック 愛知県名古屋市中区栄一丁目20番31号 4 0.09

株式会社ＮＡＩＴＯ 愛知県みよし市三好町川畔116 4 0.09

長島観光開発株式会社 三重県桑名市長島町大字浦安333 4 0.09

日本特殊陶業株式会社
愛知県名古屋市東区東桜一丁目1番1号

アーバンネット名古屋ネクスタビル
4 0.09

株式会社ヒメノ 愛知県名古屋市東区東大曽根町12-19 4 0.09

計 ― 3,142 72.73
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和４年10月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 145 ― （注）

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）

普通株式　　　　3,046 3,046 （注）

優先株式　　　　1,096 1,096 （注）

第２優先株式　　　 30 30 （注）

第３優先株式　　　148 148 （注）

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 4,465 ― ―

総株主の議決権 ― 4,320 ―

（注）第４提出会社の状況　１株式等の状況　（1）株式の総数等　②発行済株式に記載しております。

 

②【自己株式等】
 
　　　　　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（令和４年５月１日から令和４年10月

31日まで）の中間財務諸表について、かがやき監査法人により中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について
　当中間会計期間においては、当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和４年４月30日)
当中間会計期間
(令和４年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 371,121 382,654

営業未収入金 16,500 13,475

棚卸資産 1,633 1,865

その他 3,427 ※４ 10,476

貸倒引当金 △16,500 △13,475

流動資産合計 376,182 394,997

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１,※２ 411,383 ※１,※２ 419,297

コース勘定 ※２ 1,121,814 ※２ 1,121,814

土地 ※２ 816,874 ※２ 816,874

リース資産（純額） ※１ 5,020 ※１ 3,963

その他（純額） ※１ 46,037 ※１ 96,980

建設仮勘定 1,430 －

有形固定資産合計 2,402,559 2,458,930

投資その他の資産 ※３ 82,681 ※３ 91,265

固定資産合計 2,485,240 2,550,195

資産合計 2,861,422 2,945,192

負債の部   

流動負債   

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 83,508 ※２ 89,508

リース債務 2,284 2,284

未払法人税等 1,290 645

賞与引当金 406 416

その他 22,224 55,961

流動負債合計 109,713 148,814

固定負債   

長期借入金 ※２ 688,295 ※２ 696,007

リース債務 3,716 2,573

長期未払金 44,355 42,755

役員退職慰労引当金 12,600 12,600

関係会社事業損失引当金 92,274 115,980

退職給付引当金 538 664

固定負債合計 841,778 870,580

負債合計 951,492 1,019,395

純資産の部   

株主資本   

資本金 90,000 90,000

資本剰余金   

資本準備金 401,500 401,500

その他資本剰余金 681,092 681,092

資本剰余金合計 1,082,592 1,082,592

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 737,337 753,204

利益剰余金合計 737,337 753,204

株主資本合計 1,909,930 1,925,796

純資産合計 1,909,930 1,925,796

負債純資産合計 2,861,422 2,945,192
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　令和３年５月１日
　至　令和３年10月31日)

当中間会計期間
(自　令和４年５月１日
　至　令和４年10月31日)

営業収益 154,494 113,194

営業原価 23,065 52,835

営業総利益 131,429 60,359

販売費及び一般管理費 24,359 24,413

営業利益 107,069 35,945

営業外収益 ※２ 28,766 ※２ 19,191

営業外費用 ※３ 66,537 ※３ 28,324

経常利益 69,298 26,811

特別損失 ※４ 22,495 ※４ 10,300

税引前中間純利益 46,802 16,511

法人税、住民税及び事業税 645 645

法人税等合計 645 645

中間純利益 46,157 15,866
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和３年５月１日　至　令和３年10月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 
資本金

資本剰余金

 資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 90,000 401,500 681,092 1,082,592

当中間期変動額     

中間純利益     

当中間期変動額合計 － － － －

当中間期末残高 90,000 401,500 681,092 1,082,592

 

     

 株主資本

純資産合計
 利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 627,758 627,758 1,800,351 1,800,351

当中間期変動額     

中間純利益 46,157 46,157 46,157 46,157

当中間期変動額合計 46,157 46,157 46,157 46,157

当中間期末残高 673,915 673,915 1,846,508 1,846,508
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当中間会計期間（自　令和４年５月１日　至　令和４年10月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 
資本金

資本剰余金

 資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 90,000 401,500 681,092 1,082,592

当中間期変動額     

中間純利益     

当中間期変動額合計 － － － －

当中間期末残高 90,000 401,500 681,092 1,082,592

 

     

 株主資本

純資産合計
 利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 737,337 737,337 1,909,930 1,909,930

当中間期変動額     

中間純利益 15,866 15,866 15,866 15,866

当中間期変動額合計 15,866 15,866 15,866 15,866

当中間期末残高 753,204 753,204 1,925,796 1,925,796
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　令和３年５月１日
　至　令和３年10月31日)

当中間会計期間
(自　令和４年５月１日
　至　令和４年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 46,802 16,511

減価償却費 11,646 11,619

賞与引当金の増減額（△は減少） 9 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27,891 △18,140

退職給付引当金の増減額（△は減少） 105 126

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,547 －

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） 59,056 23,706

受取利息 △294 △277

支払利息 4,642 2,739

売上債権の増減額（△は増加） 27,602 18,140

未払金の増減額（△は減少） 1,006 11,105

長期未払金の増減額（△は減少） △1,600 △1,600

その他 1,008 △10,893

小計 123,642 53,048

利息の受取額 294 277

利息の支払額 △4,240 △3,124

法人税等の支払額 △1,290 △1,290

営業活動によるキャッシュ・フロー 118,405 48,911

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △31,525 △41,363

長期貸付金の回収による収入 1,322 96

保険積立金の積立による支出 △4,755 －

その他 △1,041 △8,680

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,999 △49,948

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 60,000

長期借入金の返済による支出 △38,220 △46,288

その他 △1,142 △1,142

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,362 12,569

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 43,044 11,532

現金及び現金同等物の期首残高 517,474 291,117

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 560,518 ※１ 302,649
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　貯蔵品

　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

　　しております。

２．固定資産の減価償却の方法

　(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法によっております。

　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　(2）リース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

　(1）貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更

　　生債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2）賞与引当金

　　　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。

　(3）退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る中間会計期

　　間末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　(4）役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しております。

　(5）関係会社事業損失引当金

　　　関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案し、損失見込額を計上しておりま

　　す。

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

　り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

（中間貸借対照表関係）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む）

前事業年度
（令和４年４月30日）

当中間会計期間
（令和４年10月31日）

6,897,423千円 6,905,680千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（令和４年４月30日）
当中間会計期間

（令和４年10月31日）

建物及び構築物 411,383千円 419,297千円

コース勘定 1,121,814 1,121,814

土地 816,874 816,874

計 2,350,071 2,357,986

 　（前事業年度）

　上記物件は、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）771,803千円の担保に供しております。

　　（当中間会計期間）

　上記物件は、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）726,515千円の担保に供しております。
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※３ 資産項目から直接控除して表示されている貸倒引当金

 
前事業年度

（令和４年４月30日）
当中間会計期間

（令和４年10月31日）

投資その他の資産 125,079千円 109,963千円

 

※４ 消費税等の取扱い

 当中間会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含めて表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

　１ 減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自 令和３年５月１日
至 令和３年10月31日）

当中間会計期間
（自 令和４年５月１日
至 令和４年10月31日）

有形固定資産 11,646千円 11,619千円

 

　　※２ 営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 令和３年５月１日
至 令和３年10月31日）

当中間会計期間
（自 令和４年５月１日
至 令和４年10月31日）

貸倒引当金戻入額 27,891千円 18,140千円

保険金収入 ― 485

 

　　※３ 営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 令和３年５月１日
至 令和３年10月31日）

当中間会計期間
（自 令和４年５月１日
至 令和４年10月31日）

支払利息 4,642千円 2,739千円

支払保証料 2,838 1,878

関係会社事業損失引当金繰入額 59,056 23,706

 

　　※４ 特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 令和３年５月１日
至 令和３年10月31日）

当中間会計期間
（自 令和４年５月１日
至 令和４年10月31日）

特別修繕費 19,500千円 10,300千円

固定資産除却損 2,995 ―

 

EDINET提出書類

株式会社涼仙(E04732)

半期報告書

19/28



（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　令和３年５月１日　至　令和３年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式

数（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

　普通株式 3,046 ― ― 3,046

　優先株式 1,096 ― ― 1,096

　第２優先株式 30 ― ― 30

　第３優先株式 148 ― ― 148

　無議決権株式 145 ― ― 145

合計 4,465 ― ― 4,465

自己株式     

　優先株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

 

２．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和４年５月１日　至　令和４年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株式

数（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

　普通株式 3,046 ― ― 3,046

　優先株式 1,096 ― ― 1,096

　第２優先株式 30 ― ― 30

　第３優先株式 148 ― ― 148

　無議決権株式 145 ― ― 145

合計 4,465 ― ― 4,465

 

２．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前中間会計期間

（自 令和３年５月１日
至 令和３年10月31日）

当中間会計期間
（自 令和４年５月１日
至 令和４年10月31日）

現金及び預金勘定 640,521千円 382,654千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △80,003 △80,004

現金及び現金同等物 560,518 302,649

 

EDINET提出書類

株式会社涼仙(E04732)

半期報告書

20/28



（リース取引関係）

　　（借主側）

　　１．ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　(1）リース資産の内容

　　① 有形固定資産

　　クラブハウスのLED照明設備（建物附属設備）であります。

　　(2）リース資産の減価償却の方法

　　重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

 

（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。ま

た、「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

するものであることから、記載を省略しております。

 

　前事業年度（令和４年４月30日）

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）長期借入金（1年内返済予定

　　 の長期借入金を含む）
771,803 784,333 12,530

（2）リース債務 6,000 5,983 △17

（3）長期未払金 44,355 44,184 △170

負債計 822,158 834,501 12,342

 

　　　　　当中間会計期間（令和４年10月31日）

 中間貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）長期借入金（1年内返済予定

　　 の長期借入金を含む）
785,515 728,845 △56,669

（2）リース債務 4,858 4,840 △17

（3）長期未払金 42,755 41,566 △1,188

負債計 833,128 775,253 △57,875

 

　　　　　（注）１．以下の金融商品は、市場価格がなく、かつ返済時期が合理的に見積もれないことから、時価

　　　　　　　　　　の開示を行っておりません。当該金融商品の中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）は

　　　　　　　　　　以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 前事業年度（令和４年４月30日） 当中間会計期間（令和４年10月31日）

　長期貸付金 33,735 33,639

　長期未収入金 125,079 109,963

合計 158,814 143,603

 

　　　　　　　　２．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　　　　　　　金融商品の時価算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

　　　　　　　　　ることにより、当該価額が変動することもあります。

 

　　　２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

　　　ベルに分類しております。

　　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

　　　　　　　　　　　　該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　　　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

　　　　　　　　　　　　の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　　　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
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　　　れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

　　　(1) 時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品

　　　　　前事業年度（令和４年４月30日）

　　　　　　該当事項はありません。

 

　　　　　当中間会計期間(令和４年10月31日)

　　　　　　該当事項はありません。

 

　　　(2) 時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品

　　　　　前事業年度（令和４年４月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

　長期借入金（1年内返済予定

　の長期借入金を含む）
― 784,333 ― 784,333

　リース債務 ― 5,983 ― 5,983

　長期未払金 ― 44,184 ― 44,184

負債計 ― 834,501 ― 834,501

 

　　　　　当中間会計期間(令和４年10月31日)

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

　長期借入金（1年内返済予定

　の長期借入金を含む）
― 728,845 ― 728,845

　リース債務 ― 4,840 ― 4,840

　長期未払金 ― 41,566 ― 41,566

負債計 ― 775,253 ― 775,253

　　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　　長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）

　　これらの時価は、元利金の合計額を、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを適切

　な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価格により算定しており、レベル２の時価

　に分類しております。

リース債務、長期未払金

　　これらの時価は、元金の合計額を、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを適切な

　指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価格により算定しており、レベル２の時価に

　分類しております。

 

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間貸借対照表日における時価に、前事業年度の末日に比して著し

い変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、ゴルフ場事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自令和３年５月１日　至令和３年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　(単位：千円)

 賃貸関連 入会手続関連 合計

　外部顧客への売上高 96,894 57,600 154,494

 

　　　　２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が、中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上

高の記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地域

ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　株式会社涼仙ゴルフ倶楽部 90,000 　ゴルフ場事業

 

Ⅱ　当中間会計期間（自令和４年５月１日　至令和４年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　(単位：千円)

 賃貸関連 入会手続関連 合計

　外部顧客への売上高 80,394 32,800 113,194

 

　　　　２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が、中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上

高の記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地域

ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　株式会社涼仙ゴルフ倶楽部 73,500 　ゴルフ場事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　　　１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（令和４年４月30日）
当中間会計期間

（令和４年10月31日）

１株当たり純資産額 △3,712,535.19円 △3,708,981.64円

　　　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和３年５月１日
至　令和３年10月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年５月１日
至　令和４年10月31日）

　　１株当たり中間純利益 10,337.62円 3,553.56円

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 46,157 15,866

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る中間純利益（千円） 46,157 15,866

普通株式の期中平均株式数（株） 4,465 4,465

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（２）【その他】

特記事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　(1)有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第20期）（自　令和３年５月１日　至　令和４年４月30日）令和４年７月22日東海財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 
   令和５年１月20日

株式会社涼仙    

 取締役会　御中  
 
 かがやき監査法人  

 名古屋事務所  
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 稲垣　靖

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奥村　隆志

 
中間監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社涼仙の令和４年５月１日から令和５年４月30日までの第21期事業年度の中間会計期間（令和４年５月１日か

ら令和４年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書、中間キャッシュ・フロー計算書、中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監

査を行った。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社涼仙の令和４年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和４年５月１日から

令和４年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応す

る中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略

され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連す

る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記

事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎と

なる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の

独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場

合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社涼仙(E04732)

半期報告書

28/28


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２事業等のリスク
	３経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第５経理の状況
	１中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報


	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

